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ＥＣサイト新規開設事業
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まちの行政情報誌 広報もりぐち

もりクルート事業とは？
ものづくりに興味がある学生などに、市内ものづくり

企業で職場見学などを実施し、求人票やインターネット
上ではわからない仕事内容や現場の雰囲気などについて
理解を促進することで、企業の魅力発信および人材確保
につなげることを目的に実施する事業です。

募集概要

令和6年度はこんな事業を実施しました

どんな事業を行うの？
① 参加企業のものづくりの技術や、従業員の人柄、職場
の雰囲気などがわかる魅力発信動画を作成し、学生な
どに発信します。

② ものづくり企業と学生などをつなぐ窓口となり、イン
ターンシップを募集します。

③参加企業への工場見学を支援します。
④ もりクルート事業を周知するとともに、魅力発信動画
を発信するため、チラシを作成し、学生などに配布し
ます。

⑤近隣高校の進路担当との情報交換会を開催します。
⑥ 企業の魅力や職場の様子などを周知するため、SNSを
活用し、情報発信します。

高校・大学などの進路指導課の担当者と名刺
交換、情報交換を行い、今後の人材確保の参
考にしてください。
時5月21日（水）
1部：14：30～15：30
（もりクルート事業参加企業のみ）
2部：16：00～17：00

対市内に事業所を有する中小企業者
定先着30社
申5月2日（金）までにメール・窓口・郵送
宛て先　 〒570-8666
　　　守口市京阪本通2-5-5
　　   守口市役所地域振興課宛

FAX06-6998-0345
chiiki-s@city.moriguchi.lg.jp

就職情報交換会2部の参加企業を
募集します

企業12社・
学校など8校が

参加

参加企業をバスで巡る工場見学や職場座談会を実施
1月23日 府立守口東高等学校 47人参加
1月30日 府立門真西高等学校 32人参加

「ものづくり」の面白さ伝えませんか?
もりクルート事業 参加企業を募集

対象者
右記の事業に参加でき、市内に事業所を有
し、主たる事業として製造業を営んでいる
ものづくり企業

実施期間 令和7年度
募集企業数 14社程度

申込方法
ホームページで詳細を確認の上、
5月2日（金）までに参加申込書を
提出。

2025
3/3～21 インターンシップ事業 随時

極の守「繁」
作成事業

2025
1/23・30 学校連携バスツアー事業2024

5/21 就職情報交換会開催事業

高等学校・
職業技術専
門校・大学
50校に

計4,050部
を配布

随時
リーフレット
作成事業

仲精機株式会社 藤中産業株式会社 モリテツ電機株式会社

アヤマダイ株式会社 株式会社ウシオ 近畿刃物工業株式会社 佐竹マルチミクス株式会社

X（旧Twitter）の
アカウントを
作成し、
情報発信

随時
SNSによる
情報発信事業

もりクルート
（@morecruithassin）

大誠電機工業株式会社 田中電機工業株式会社 株式会社朝陽 電装精機株式会社

対象　市内に事業所を有し、かつ、市内で卸売業または小売業を営んでいる法人または個人

対象　　 市内に事業所を有し、かつ、
　　　市内で1年以上製造業・建設業を
　　　営んでいること　他
　　　詳しくは市ホームページを
　　　ご覧ください。

補助率　 50%（インターシップ実施事業は100%）

詳細は
こちら➡

詳細は
こちら⬇

各種事業の支援補助金を募集中！

最
大15万円 50％以内

問地域振興課
℡06-6992-1490

販路開拓・人材確保・
生産性向上・住工共生を
応援します！

卸売業・小売業を応援！

製造業・建設業を応援！

補助額 補助率
ECサイト（インターネット上で電子商取引のサー
ビスを提供するウェブサイト）を新しく開設した
場合にかかった費用の一部を補助します。
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守口市商業振興事業支援補助金

守口市工業活性化支援補助金

問地域振興課
℡06-6992-1490

市立小・中学校、
府立高校などに

配布予定

生産性向上設備等設置事業

上限25万円

生産性が向上する
機械の
購入代金など
（リース契約（所有権移
転なし）も含む）

職場環境改善事業

上限30万円

職場環境改善
に係る設備
または施設の
整備費用

生活環境保全設備等設置事業

上限25万円

周辺住民に
配慮した設備の
購入代金など
（緑化（壁面緑化、植栽設
置など含む））

産業財産権取得事業

上限25万円（特許権）
上限15万円（その他）

産業財産権の
取得費用など

展示場出展事業

上限25万円

展示場の出展
小間料金など

インターンシップ実施事業

上限2万円

インターンシップ
の実施に要する
費用

ホームページ開設または改修事業

上限15万円

ホームページ
開設または
改修の委託料など

地域交流事業

上限15万円

広告宣伝費、
材料費など

人材育成支援事業

上限15万円

従業員の研修の
参加、資格の取得
費用など


